
 
 

役員給与規程新旧対照表（平成２１年１１月３０日改正） 

 

新 旧 

（本俸月額） 

第４条 常勤役員の本俸の月額は、次のとおりとする。 

(１) 理事長  １０１万１千円 

(２) 理事    ８２万４千円 

(３) 監事    ７０万６千円 

 

（期末手当） 

第８条 （第１項 略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては、100

分の75、12月に支給する場合においては、100分の80を乗じて得た額に、基準日

以前６カ月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 （第１号から第４号まで 略） 

（第３項から第９項まで 略） 

 

（非常勤役員手当） 

第10条 非常勤役員手当は月額とし、次に掲げる非常勤役員に支給する。 

監事 ２４万２千円 

（第２項 略） 

 

（本俸月額） 

第４条 常勤役員の本俸の月額は、次のとおりとする。 

(１) 理事長  １０３万７千円 

(２) 理事    ８４万６千円 

(３) 監事    ７２万５千円 

 

（期末手当） 

第８条 （第１項 略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては、100

分の75、12月に支給する場合においては、100分の90を乗じて得た額に、基準日

以前６カ月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 （第１号から第４号まで 略） 

（第３項から第９項まで 略） 

 

（非常勤役員手当） 

第10条 非常勤役員手当は月額とし、次に掲げる非常勤役員に支給する。 

監事 ２４万８千円 

（第２項 略） 

 

資料５－５－① 



 
 

役員給与規程新旧対照表（平成２２年２月９日改正） 

 

新 旧 

（期末手当） 

第８条 （第１項 略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては、100

分の65、12月に支給する場合においては、100分の85を乗じて得た額に、基準日

以前６カ月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 （第１号から第４号まで 略） 

（第３項から第９項まで 略） 

 

（勤勉手当） 

第８条の２ （第１項 略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、第４項に規定する常勤役員の在職期間

による割合（以下この条において「期間率」という。）を乗じて得た額に、その

者の職務実績等を考慮して理事長が別に定める割合を乗じて得た額とする。こ

の場合において、勤勉手当の額の総額は、常勤役員の勤勉手当基礎額に100分の

80を乗じて得た額の総額を超えてはならない。 

（第３項から第５項まで 略） 

 

 

 

 

 

 

 

（期末手当） 

第８条 （第１項 略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては、100

分の75、12月に支給する場合においては、100分の80を乗じて得た額に、基準日

以前６カ月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 （第１号から第４号まで 略） 

（第３項から第９項まで 略） 

 

（勤勉手当） 

第８条の２ （第１項 略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、第４項に規定する常勤役員の在職期間

による割合（以下この条において「期間率」という。）を乗じて得た額に、その

者の職務実績等を考慮して理事長が別に定める割合を乗じて得た額とする。こ

の場合において、勤勉手当の額の総額は、常勤役員の勤勉手当基礎額に100分の

85を乗じて得た額の総額を超えてはならない。 

（第３項から第５項まで 略） 

 


